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●石綿健康被害救済法、議員立法で改正
　課題残すも今後に土台築く

●アスベスト報道ダイジェスト 2011年９月

●連載　それぞれのアスベスト禍　その18　古川和子

●韓国からのニュース

●前線から
　はつりじん肺損害賠償訴訟　第10回弁論期日　大阪
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関西労災職業病 2011.10 ;No.417 3

表１　石綿新法の改正経過

一の「特別遺族給付金」とは労災補償が時

効で請求できなくなった遺族の救済のため

のもの。

遺族補償については、被災者本人の死亡

の翌日から５年たつと時効で請求権が消滅

する（葬祭料については２年）。クボタ

ショック後の相談殺到の中、すでに時効と

なってしまった遺族が多数にのぼっている

ことが明らかになったために、救済措置と

して石綿新法に盛り込まれた給付金だ。

多くの事案が時効で失権してしまってい

たのは、厚労省、加害企業、医師たちの取組

不足、被害情報隠蔽、認識不足に原因があっ

た。

ところが、2006年法制定時の規定をみれ

ばわかるように、石綿新法が施行された

2006年３月27日以降に新たに時効になって

しまった事案については、救済対象からは

ずされてしまっていた。厚労省などの言い

分は「（クボタショック後の）情報状況から

考えて、時効になってしまうとすると、それ

は自己責任だ」というものだった。私たち

は、この姿勢を「過去を反省しない机上の空

論」として批判した。

案の定「新たに時効になってしまう」事案

が発生したため2008年改正では時効救済対

象が５年間拡大された。

今回改正では、すでに2006年３月27日以

降の死亡事案には時効になってしまうもの

が出てきてしまうことになってしまってい

たことへの対処が早急に必要であったこと

から、さらに、対象および請求期限を10年

間延長することになった。

また、いわゆる労災補償の対象とならな

い事案についての請求期限が、来年３月で

切れるため、この点の対処を行ったのが表

項目 2006 年制定法 2008 年改正法 2011 年改正法（今回）
一 特別遺族給付金（労

災時効救済） 

１ 支給対象 

2001(H13).3.26 までに

死亡した者 

(施行日前日の 5年前）

2006(H13).3.26 までに

死亡した者 

→5 年間延長（施行日前

日） 

2016(H28).3.26 までに

死亡した者 

→10 年間延長(施行日前

日から 10 年) 

※2011(H23).3.27 から

改正法施行日までの間

に労災の時効が完成し

た場合については、その

時効の日までさかのぼ

って支給。 

２ 請求期限 2009(H21).3.27 まで 

(施行日から 3年) 

2012(H24).3.27 まで 

→3 年間延長（施行日か

ら 6 年） 

2022(H34).3.27 まで 

→10 年間延長(施行日か

ら 16 年) 

二 特別遺族弔慰金等 

１ 施行前死亡の請求

期限 

2009(H21).3.27 まで 

(施行日から 3年) 

2012(H24).3.27 まで 

→3 年間延長（施行日か

ら 6 年） 

2022(H34).3.27 まで 

→10 年間延長(施行日か

ら 16 年) 

２ 未申請死亡の請求

期限 

救済対象外 死亡から 5年 死亡から 15年 

→10 年間延長 

三 見直し 施行後 5年以内 変更なし 施行後 5年以内 

四 施行日 2006.(H18).2.10 公布 

2006(H18).3.27 施行 

2008.(H20).6.18 公布 

2008(H20).12.1 施行 

2011(H23).8.30 公布 

2011(H23).8.30 施行 
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